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1980年 1985年 1991f 
銀行名 国 資産額 銀特名 国 資産額 銀行名 国 資産額
シテイコープ 米国 109，551 シテイコープ 米国 167，201 第一勧業銀行 日本 445，707 
2 バンク・オブ・アメリカ 米国 106，803 第一勧業銀行 日本 157，659 住友銀行 日本 427，102 
3 クレディ・アグリコル 仏国 106，646 富士銀行 日;本 142，128 三獲銀行 日本 424，679 
4 パリ国立銀行 仏国 105，584 住友銀行 目本 135，388 さくら銀行 国本 420，348 
5 クレディ・リヨネ 仏国 98.833 三重E銀行 日本 132.939 寓士銀行 日本 418.956 
6 ソシエテ・ジェネラル 仏英国 70，794 パリ国立銀行 仏国 123，081 三和銀行 日本 411，704 
7 バー クレイズ 88，474 豆和銀行 自本 123，008 クレディ・アグリコル 仏国 309，203 
8 ドイツ銀行 独国 88，242 クレディ・アグリコル 仏国 122，891 験林中金 日本 306，933 





































































































順位 企業 所在地 集種
時価総額
(億ドル)
アップル 米国 ハードウェア・機器 5，590.02 
2 エクソンモービル 米国 石油・ガス 4，087.77 
3 ペトロチャイナ 中国 石油・ガス 2，789.68 
4 マイクロソフト 米国 ソフトウェア・コンピュータ 2，706.44 
5 IBM 米国 ソフトウェア・コンビュータ 2，417.55 
6 中国工商銀行 中国 銀行 2，363.35 
7 ロイヤjレ・ダッチ・シェル 英国 石油・ガス 2，224.25 
8 チャイナ・モパイル 香港 移動通信 2，209.79 
9 ゼ、ネフル・ヱレクトリック 米国 コングロマリット 2，123.18 I 
10 シエプロン 米国 石油・ガス 2，119.51 
1 ウォルマート 米国 小売 2，083.58 
12 ネスレ スイス 食品 2，073.76 
13 パー クシャー ・J、サウェイ 米国 領害保険 2，011.35 
14 中国建設銀行 中国 銀行 1，931.51 
15 AT&T 米国 固定通信 1，851.55 
16 P&G 米国 生活用品 1，851.23 
17 サムスン電子 韓国 ハードウェア・機器 1，817.74 
18 ジョンソン・エンド・ジョンソン 米国 製薬・バイオテクノロジー 1，813.90 
19 ウェルズ・ファー ゴ 米国 銀行 1，801.78 
20 8HPピリトン 豪州/英国 鉱業 1，795.23 
(出所)FT Global 500 2012 (http://www.ft.com/intl/cms/a8lf853e-ca80・llel・89f8-00144feabdcO.pdf)






ROE，ROI，ROCE出 Return+ Equity又はInvestment又は CapitalEmployed (利益÷自己
資本，投資額，使用資本)



















法なのである。 NP V (Net Present Value，正味現在価値)， IRR (Internal Rate of Return， 
内部収益率法)， PPM (Payback Period Method，回収期間法)などは，このキャッシユフロー





















10 一一経 営 論 集一一
1-4 ステークホルダーへの経済的価値分配
ステークホルダー
2012年度分配額 2011年度分配額 金額の算出方法(億円) (億円)
取引先 56，060 58，936 売上原価(人件費を除く)、販売費・一般管理費(人件費を除く)
従業員 2，866 2，933 有価証券報告書記載の従業員数に平均給与を乗じたもの
株主 425 370 キャッシュ・フロー計算書の配当金の支払
債権者 327 318 営業外費用のうちの支払利子
政府・行政 598 642 法人税など
社会 29 30 社会貢献に関する支出を投資を東芝が独自に集計
環境 431 547 環境に関する支出を東芝が独自に集計
企業内部 436 405 当期純利益から配当金支払い分を除いたもの




































































発行済株式 2，323，528千株 発行済株式 4，675，455千株 発行済株式 14，158，585千株
JI慎 株主名 持株比率 株主名 持株比率 株主名 持株比率位 (%) (%) (%) 
1明治生命保険 6目1明治生命保険 4.9 日本トラスティ信託日 6.2 
2東京海上火災 4.6 日本生命保険 3.6 日本マスター償提ロ 4.6 
3第一生命保険 4.0 住友信託銀行償訴口 2.7 SSBTオムニバス 2.6 
4三菱重工業 3.5 東京海上火災 2.6 日本生命保険 1.9 
5日本生命保険 3.4 第一生命保険 2.5 日本TS信託口 1.8 
6太陽生命保険 1.9 主菱重工業 2.0 ステー ト'S'BT 1.6 
7三菱商事 1.9 三菱信託銀行僧託口 1.6 日本マスター信託口 1.2 (明治安田生命)
8三菱信託銀行 1.6 太陽生命保険 1.3 チエー ス・ロンドン 1.2 
9新日本製鉄 1.6 ヒー ロー &カン1<ニー 1.1 BONYメロンフォー デポ 1.1 ジタリー ホルダー ズ
10 組硝子 1.5 三愛商事 1.0 トヨタ自動車 1β 











14 一一経 営 論 集一一
(2)新・相互保有と経嘗分析への影響
今後の課題の第2は， r預かり資産Jをどう見るかということである。
預かり資産の実態は，各企業集団の信託銀行の信託財産による「相互保有」である。かつて
は，それぞれの企業集団内部で相互保有をしていたが，その持ち合い比率は低下したが，今で
は「預かり資産」による企業集団聞の相互保有によって圏内企業，圏内企業集団は連携・協調
をとっているのである。
かつては企業集団内での資金のやり取りのみを自己資金の取引と見たが，これからは，三菱
UFJ，三井住友，みずほの3グル}ブの資金のやり取りは，自己資金のやり取りと見なくて
はならない側面も出てきたことを認識しておかねばならない。企業集団聞の競争と協調である。
圏内では激しく競争しながら国際的には協調する。しかし同時に大きなビジネスチャンスにお
いては，国際競争の場で協調をするということもあるという多様な側面を考えておかねばなら
ない。例えば新興国における原子力事業の受注においては，三菱とアレバの連携，東芝とGE
の連携など端的なものである。
(3)成長ビジネスと経嘗分析
経営分析を企業の経営力を評価すると見るならば，現代の企業社会において成長ビジネスは
何かということを見ておかねばならない。われわれは，現代の企業社会においての成長ビジネ
スは，社会インフラビジネスであるということを念頭において分析のあり方を考えてきたが，
こうした成長ビジネスは時代と共に変化していくので，いまの成長ビジネスが何か，そのビジ
ネスを分析するツールは何が有効かを考えることが必要である。
現代のグローパル時代にあっては，連結財務諸表を分析資料として経営分析は行われるが，
国別・エリア別の財務データも求められるであろう。国際分業とアウトソーシングが活発な多
国籍企業では，分析の前に企業経営の実態と動向をしっかりと見つめておかねばならない。
今日の経営分析では成長ビジネスという歴史的な経営のダイナミズムとグローパルな経営の
ダイナミズムの両面を明確に把握して分析することが必要である。
